長第304号　
建住第273号　
平成24年６月28日　
サービス付き高齢者向け住宅の設置者　様

岩手県保健福祉部長寿社会課総括課長　　　
　
岩手県県土整備部建築住宅課総括課長　　
サービス付き高齢者向け住宅における事故報告について

　このことについて、厚生労働省老健局高齢者支援課及び国土交通省住宅局安心居住推進課から、平成24年３月に茨城県で発生した有料老人ホームにおける死亡事故に係る情報提供がありましたので、事故発生防止の参考としてください。

また、サービス付き高齢者向け住宅において事故が発生した場合は、有料老人ホームと同様に、速やかに入居者の家族等に連絡を行い、必要な措置を講じるとともに、県に対して下記により、報告願います。

記

１　報告を要する事故等

(1)　事故報告について

事故報告を要する事案は、次のようなものであり、これらの事故の発生が確認された際には、速やかに入所者の家族等に連絡するとともに、管轄の広域振興局あて報告すること。

【報告を要する事故の例】

ア　自然死以外の死亡

イ　傷病等：入居者の処遇に重大な影響を及ぼす食中毒・感染症等の傷病、医療事故など

ウ　暴力・犯罪行為：入居者の処遇に係る利用者又は従業者等による暴力又は犯罪行為など

エ　入居者の行方不明：警察への通報、捜索を要する（行なった）場合など

オ　火災を含む災害：施設におけるぼやを含む火災、避難を要する災害、物的・人的被害が生じた災害など

カ　管理瑕疵：施設の管理瑕疵による事故・不祥事案など

キ　その他の事故・事件等：上記に準じると認められる利用者又は従業者等に係る事故、事件など
(2)　事故報告書の様式について

別紙のとおり。

事故の内容に応じて、本様式を補正し又は任意の様式により報告して差支えないこと。

また、必要に応じて、関係資料等を添付すること。

２　再発の防止

　　事故が発生した場合は、所要の措置を記録するとともに、再発の防止に向けてその要因の分析、防止策の検討、職員への周知徹底等が求められるところであり、随時、適切な措置を講ずること。
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